長崎市が宿泊税導入、2023年4月1日より

宿泊料金1万円未満で100円、2万円以上500円

　長崎市は2023年4月1日より宿泊税を導入する。税収は国内外からの来訪促進と観光振興のための施策に充てるとし、法定外目的税として導入する。2023年4月1日以降の宿泊に対して課税する。
　課税対象は長崎市内の宿泊施設への宿泊者で、長崎市民も対象となる。税額は、宿泊者1人1泊当たり宿泊料金が1万円未満なら100円、1万円以上2万円未満なら200円、2万円以上なら500円となる。
　長崎市では宿泊プランや旅行プランの予約・販売時に、宿泊税を「含む」「含まない」の表示を入れるよう事業者に協力を呼びかけている。

　修学旅行等やスポーツ・文化大会は課税免除

　「学校行事等であることの証明書」が必要

　一方で、課税免除として、修学旅行等の宿泊を伴う学校行事に参加する児童、生徒および引率者や、宿泊を伴うスポーツ大会、文化大会に参加する児童、生徒および引率者については課税が免除される。
　宿泊税の課税が免除されるのは、保育所、認可外保育施設、幼稚園、認定こども園、家庭的保育事業、小規模保育事業または事業所内保育事業を行う施設、居宅訪問型保育事業を行う事業所、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、高等専門学校、高等専修学校に通う児童、生徒および引率者。

　対象となる行事は、学校・学年・施設全体として実施される行事として、修学旅行や学習合宿、林間学校、社会科見学などを例示している。
　宿泊を伴うスポーツ大会・文化大会についても対象施設は同じ。免除対象者は、出場選手、補欠選手、応援のための部員、監督、コーチ、マネージャー、スコアラーなど。一方で、応援のための自動や生徒（部員以外）、応援のための保護者、審判などは対象外としている。
　対象となる大会は、日本スポーツ協会、全国高等学校体育連盟、日本中学校体育連盟、日本高等学校野球連盟、全国高等学校文化連盟、全国中学校文化連盟が主催するスポーツ大会または文化大会としている。

　課税免除を受ける場合には、学校長などが「学校行事等であることの証明書」を作成し、宿泊事業者に提出する必要がある。提出しない場合には課税免除とならない。

